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区分 一般メニュー

関連事業メニュー 3_1_1 その他、結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

自治体名

本事業の担当部局名 保健福祉部子育て支援課 子育て支援センター

個別事業名 子どもにやさしいまちづくり周知啓発事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

旅費 需用費 役務費

0 0

0

463,414

0 0

00

個
別
事
業
の
内
容

0 0 0 0

使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

0 0 0 463,414総事業費

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

別紙様式第１　様式２ ①

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （市町村分）

事業メニュー 結婚_妊娠・出産_子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

宮城県富谷市

208,414

令和9年3月31日 事業開始年度

番号 項目

実施期間 令和8年4月1日 ～

総事業費（Ａ）（円） 463,414 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 0 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 463,414

208,414255,000

内容

0

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

賃金 報償費

1

リーフレットの配布

0 0

対象経費支出予定額

対象外経費支出予定額

諸謝金

委託料

区分

総事業費

対象経費支出予定額

対象外経費支出予定額

区分

0 0 0

255,000 0

0

2

子どもにやさしいまち
づくり研修会の開催
（子どもにやさしいま
ちづくり条例の普及啓
発）

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

　本市では子どもの力や子どもの声がまちづくりに活かされる子どもにやさしいまちを目指し、令和3年からユニセフ日本型
子どもにやさしいまちづくり事業実践自治体として全庁挙げて取り組んでいる。
　令和7年度は子どもにやさしいまちづくり条例の制定及び「はじめの100か月の育ちビジョン」コーディネーター養成に係る
こども家庭庁モデル事業を実施した。
　引き続き、地域全体で子ども・子育てを支える地域づくりを目指し、子どもにやさしいまちづくり及び100か月ビジョンの周知
啓発に取り組む。

＜本個別事業の位置付け＞

こどもたちの生涯にわたる幸せを願い、地域全体で子ども・子育てを支えていく理念を共有し、地域全体で子どもにやさしい
まちづくりを推進するために、子どもにやさしいまちづくりの取組や子どもにやさしいまちづくり条例についての周知啓発を
行うもの。

463,414

こどもの権利を尊重し、全てのこどもたちの幸せを願い、地域全体で子どもにやさしいまちづくりを推進していくた
め、「子どもにやさしいまちづくり条例」の周知啓発に係るリーフレットを作成し、配布するもの。
一般向け版：約22,000枚
こども向け版：約5,000枚
ポストカード版：約500枚

こどもの権利を尊重し、全てのこどもたちの幸せを願い、地域全体で子どもにやさしいまちづくりを推進していくた
め、住民向けの研修会を開催するもの。
・回数：１回
・対象：保育所・幼稚園・学校関係者、民生委員児童委員、一般市民、市役所職員等
・周知：市広報、市ホームページ、チラシ配布等

0

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

平成29年度

0

0

0

0

・平成30年に「富谷市子どもにやさしいまちづくり」を宣言し、宣言内容をカードにして母子健康手帳交付時に妊婦全員に配布し周知するととも
に、こどもの意見を市政に反映するなど、全庁挙げて取り組んできた。
・この取組をさらに推進するため、令和７年度「富谷市子どもにやさしいまちづくり条例」の制定に向けて各種団体ヒアリング等を実施しながら検
討を進めてきた。
・条例制定後、子どもの権利条約に基づく子どもにやさしいまちづくりの更なる周知啓発のため、条例についてのリーフレット配布(こども向け版
についてはこどもたちと作成して配布)や研修会等を実施する。

自治体における少子化
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置付け
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％ 40.0(R10) 30.7(R5)
少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

子どもの権利について「名前も内容も知っている」割合(就学前児童保護者) ％

---
子どもの意見を取り入れる取組みの実施 事業 18(R12) 15(R6)

「自分の将来について明るい希望がある」と思うこども・若者の割合 ％ 80.0(R10)

50(R10) 40.5(R5)
子どもの権利について「名前も内容も知っている」割合(小学生児童保護者)

41(R7年度)こども向け版「子どもにやさしいまちづくり事業評価」アンケート回答者のうち、「子どもにやさしいまちづくり」について知らなかった者の割合

参考指標
※全事業共通

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.32(H30～R4年)
婚姻件数 件 348(R6年度)
婚姻率 不明

③

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

人 50（R8年度） 60(R6年度) 職員研修

（アウトプット）

① 研修会参加人数

％

研修内容の理解度

⑤

⑥

⑤

％ 90(R8年度) 97(R6年度) 職員研修

（アウトカム) 

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標

⑦

⑧

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％ 80（R8年度） これまで満足度は確認していない。R7年度は市民・関係機関向けではあるが3月に実施予定のため現状値が出せない

④

子どもの意見を取り入れる取組みの実施 事業 16(R8年度) 15(R6年度)

④ 30(R8年度)

② 希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％ なし なし
③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％ なし なし

②


